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外国税法等調査研究報告書 
Critical Perspectives on Accounting Conference 2026での研究報告を終えて 

 
日本大学商学部准教授 

稲葉知恵子 
 
1．出張期間 

2026年 7月 12日から 7月 18 日まで 
 
2．出張目的 
本出張の主な目的は、ブラジル・リオデジャネイロにおいて開催された Critical 

Perspectives on Accounting Conference 2026 に参加し、日本企業の税務ガバナンスお
よび税務情報開示に関する研究成果を報告することであった。 
あわせて、税務ガバナンス、BEPS、公共部門会計および情報開示等を研究する各国

の研究者との意見交換を通じて、本研究の理論的枠組みと国際比較の方法を精緻化す
るとともに、今後の国際共同研究につながる研究ネットワークを構築することを目的
とした。 
 
3．出張概要 
（1）Critical Perspectives on Accounting Conference 2026 について 

Critical Perspectives on Accounting Conference 2026は、2026年 7月 13 日から 16
日まで、ブラジル・リオデジャネイロにおいて
開催された。会議は、リオデジャネイロ連邦大
学（Universidade Federal do Rio de Janeiro: 
UFRJ）、ジェトゥリオ・ヴァルガス財団ブラジ
ル公共・企業経営大学院（Escola Brasileira de 
Administração Pública e de Empresas da 
Fundação Getulio Vargas: FGV EBAPE）およ
びマットグロッソ・ド・スル連邦大学等の研究
者によって共同で運営された。 
本会議は、会計学分野で Q1に位置づけられ

る国際ジャーナル Critical Perspectives on 
Accounting の研究コミュニティを基盤とし、
会計を単なる技術的な計算や報告の仕組みとし
てではなく、社会、政治、文化、歴史および権
力関係との関連から検討する国際会議である。 (写真 1)カンファレンス会場 UFRJ 
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2026年大会のテーマは Accounting in Troubled Times であり、人道、環境、技術お
よび社会をめぐる諸問題の中で、会計がどのような役割を果たしているのかを批判的
に考察することが目的とされていた。会議には 4言語で論文、若手研究者の研究プロ
ジェクト、芸術を用いた研究およびパネルを含む合計 214 件が採択された。参加者は
28 か国に及び、国際的・地域的に多様な研究者が集う機会となった。 
 
（2）研究報告の概要 

2026年 7月 16日の Paper Session 6において、University of Essex の Shahzad 
Uddin 教授との共同研究”Tax Transparency as Culture and Power: A Cultural Political 
Economy of Corporate Tax Governance and Disclosure in Japan”を報告した。本報告は
Room 103のハイブリッド・セッションで行われ、スペイン・IE大学 IEビジネススク
ール（IE Business School, IE University）の Rui José Oliveira Vieira 教授が座長および
ディスカッサントを務めた。 
本研究は、日本では大企業の税務コンプライアンスが比較的強く維持されている一

方、税務戦略や税務ガバナンスに関する対外的な情報開示が限定されているという疑
問を出発点としている。BEPS プロジェクト以降、税務透明性は、国別報告書等を通
じた税務当局への報告と、GRI 207 や EU の Public Country-by-Country Reporting に
代表される一般社会への公開という二つの方向に拡大してきた。しかし、日本企業の
統合報告書等では税務に関する記述が少なく、任意の税務戦略を詳細に公表する企業
も限定されている。 
本研究では、日本企業の税務情報開示が少ない一方、国税当局による継続的な税務

調査や企業との非公開の対話を通じて、税務コンプライアンスが維持されている点に
着目した。このため、開示の少なさを直ちに透明性や税務ガバナンスの欠如とみなす
のではなく、税務情報が誰に対して、どのような経路で可視化されているのかを検討
し、この状態を Selective Visibility（選択的可視性）と捉えた。分析にあたっては、企
業関係者、政策関係者・コンサルタント、税務専門家および監査関係者を対象に 32 件
のインタビューを行い、企業内部の税務管理体制、税務戦略、開示の判断とその理
由、規制や投資家からの圧力、国際的な開示基準の影響等について、それぞれの立場
から見解をデータとして収集した。さらに、TOPIX100 企業の統合報告書および国税
庁資料等の文書分析を行った。 
分析の結果、第一に、国税当局による税務調査や企業との非公開の対話が一般社会

への公開報告を代替する regulatory substitution（規制的代替）、第二に、投資家や市
民社会から税務情報の開示を求める圧力が弱い investor quiescence（投資家の静観）、
第三に、税を最小化すべきコストではなく社会的義務として捉える cultural 
embedding（文化的埋め込み）という三つの仕組みを確認した。これらが相互に作用
することにより、日本では compliance without disclosure（非開示型コンプライアン
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ス）、すなわち、広範な公開を伴わなくても税務コンプライアンスが維持される状態が
形成されていると論じた。 
ディスカッサントからは、Selective Visibility（選択的可視性）および Insulated 

Governance（閉鎖型ガバナンス）を中心とする理論的な主張が明確であると評価を得
た。その一方で、CSRおよび Corporate Tax Responsibility に関する先行研究との関係
をさらに明示する必要があるとの指摘を受けた。既存研究では、租税回避等の問題を
覆い隠し、企業行動を正当化するために情報開示が増える可能性が論じられているの
に対し、本研究は、比較的高い税務コンプライアンスが維持されているにもかかわら
ず、情報開示が少ないという反対の現象を扱っている。この対照を明確にすること
が、本研究の独自性を示すうえで重要であるとの助言を得た。 

 
 
 
（3）他の研究報告の聴講および研究交流 
カンファレンスでは、税務、公共予算、規制および説明責任に関連する研究報告を

聴講するとともに、複数の海外研究者との意見交換を行った。 
University College London（UCL）の Dalia Alazzeh 博士とは、税制を社会的・政治

的な統治の仕組みとして分析する共同研究の可能性について議論した。同氏との意見
交換を通じて、税制を単なる財源調達のための技術としてではなく、誰に税負担を求
め、誰に公共資源を配分し、どのような主体を制度の中で可視化または不可視化する
のかという観点から分析する必要性を認識した。 

(写真 2) 研究報告 
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また、カタール大学の Bilal Ahmad Elsalem 博士とは、BEPS が各国の企業行動、税
務行政および税務ガバナンスに与える実質的な影響について、共同研究の可能性を探
った。BEPS の影響については、各国がOECD の勧告に基づく制度を形式的に導入し
たか否かだけでなく、企業の税務管理、税務リスクへの対応、税務当局との関係、情
報開示および規制への信頼が実際にどのように変化したのかを検討する必要がある。 
このほか、会議期間中には、欧州、中東、南米、アジア等の研究者と、税務ガバナ

ンス、公共部門会計、社会的説明責任、情報開示および定性研究の方法について意見
交換を行った。これにより、今後の共同研究、研究者インタビューおよび国際比較研
究につながるネットワークを形成することができた。 
 
（4）学会企画による文化的・歴史的拠点の視察 
学会終了後の 7月 17 日には、学会企画の一環として、リオデジャネイロのリトル・

アフリカにおける文化遺産に関わる主要な拠点を視察した。視察では、Pedra do Sal、
Mercedes Baptista像および Valongo Wharf 等を訪れ、リオデジャネイロの都市形成、
奴隷制の歴史およびアフリカ系住民の記憶が、現在どのように保存され、語られてい
るのかについて理解を深めた。 
今回の視察は、会計や税制を、それが置かれた社会的・歴史的背景から理解すると

いう Critical Perspectives on Accounting の研究姿勢を、開催地の具体的な歴史と結び
つけて考える機会となった。制度や情報開示を分析する際には、表面上の制度設計だ
けでなく、その背後にある歴史、社会構造および可視化されにくい人々の経験にも目
を向ける必要があることを再認識した。 

 

 
 (写真 3)リオデジャネイロの街 

(写真 4)現地視察の集合写真 
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4．出張の成果と今後の予定 
今回の出張では、第一に、日本企業の税務ガバナンスおよび税務情報開示に関する

研究成果を、批判的・解釈的会計研究の国際的な研究コミュニティにおいて発信する
ことができた。研究報告および質疑を通じて、税務透明性は単なる情報量の問題では
なく、情報を見ることのできる主体、情報伝達の経路および社会的に正当化を求めら
れる企業行動との関係から分析する必要があることを確認した。また、Selective 
Visibility（選択的可視性）および Insulated Governance（閉鎖型ガバナンス）という
概念を用いることにより、日本の税務ガバナンスの特徴を国際的な議論の中に位置づ
けるための理論的な方向性を明確にすることができた。 
第二に、国際学術誌への投稿に向けて、論文を改善するための具体的かつ有益な意

見を得ることができた。討論者および参加者からは、CSR および Corporate Tax 
Responsibility に関する先行研究との関係を明確にすること、「文化」を固定的な国民
性としてではなく、制度、社会規範、企業慣行および歴史的背景の相互作用として定
義すること、インタビュー資料を理論構築にさらに活用することなどが指摘された。
これにより、本研究の独自性と理論的貢献をより明確にし、国際学術誌への投稿に向
けて論文を改訂するための具体的な課題を把握することができた。 
第三に、国際共同研究の可能性を広げることができた。University College London

（UCL）のDalia Alazzeh 博士とは、税制と資源配分および説明責任との関係につい
て、カタール大学の Bilal Ahmad 
Elsalem 博士とは、BEPS が企業、税
務行政および税務ガバナンスに与え
る実質的な影響について意見交換を
行い、それぞれ共同研究の可能性を
検討した。これらの交流を通じて、
日本および英国を中心としてきた研
究を中東地域を含む国際比較研究へ
と発展させるための研究ネットワー
クを構築することができた。 
 
5．むすび 
今回のブラジル出張は、公益財団法人租税資料館の外国税法等調査研究助成を受け

たことにより実現したものである。本助成により、遠隔地で開催された国際会議に参
加し、日本企業の税務ガバナンスおよび税務情報開示に関する研究成果を国際的に発
信するとともに、各国の研究者から貴重な意見を得ることができた。また、今後の国
際共同研究および比較研究につながる研究ネットワークを構築することができた。 

(写真 5) Dalia Alazzeh博士と筆者 
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公益財団法人租税資料館の研究助成等選考委員会の先生方ならびに関係者の皆様
に、この場を借りて厚く御礼申し上げる。 


